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株式会社東海理化
人事部働きがい改革推進室
髙橋聡子
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自己紹介

銀行に入社後、プロ司会者となり約10年1000回以上の現場を
経験。

人財育成人財開発を行うベンチャー企業にて７年、ダイバー
シティ推進・キャリアデザインの講師として自治体・企業の
意識変化の取り組みに従事。資格認定事業の企画開発運営を
行う。

2019年に乳がん(ステージⅣ)に罹患、仕事と治療を両立する
働き方を求め、2022年より東海理化に勤務。人事部働きがい
改革推進室にて社員の働きがい向上に取り組む。二人の男の
子のママ。



1. 会社概要
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自動車の部品を
作っている会社です
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会社概要

本社：愛知県丹羽郡大口町

社員数：約20000人(連結子会社を含む)

拠点数：国内12 海外31(連結)

売上高：6176億円

営業利益：354億円

(2025年3月時点)
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始まりは

小さなスイッチ
グローバル企業へ さらなる成長へ

1948 1986 2000

車・モビリティ事業 知見を活かした新領域

沿革
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東海理化のありたい姿

2024

▲「働きがい向上」の取り組みとして
両立支援を実施



２．取り組みの全体像
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第１ステージ 第２ステージ 第３ステージ

両立困難 両立可能
(働き続けることが
できる)

両立しながら活躍
(時間等の制約があっても
能力を発揮して働ける)

制度を作成 制度を活用
意識の変化

今はココ

取り組みステージ

制度を活用
意識の変化
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働きがい
改革推進

ダイバーシティ
推進

女性活躍推進

育児
両立

～2017
2018～

2022
2023 2024 2025 2026～

退職せず休める支援 働き切れる支援

方針決定 制度導入・風土醸成 個へのアプローチ

能力を発揮し活躍できる支援

早期活躍支援育児期の女性社員への支援

働き方改革への理解促進管理職への支援

家事育児参画支援育児期の男性社員への支援

介護
両立

治療
両立

個へのアプローチ介護期の社員への支援 情報提供

公的保険制度×会社制度活用への取り組み 自治体との連携

管理職への支援

制度導入 情報提供・体制構築

個へのアプ
ローチ

取り組み全体像
①育介護法改正

男性の家事育児参画促進が加速

今日はココ▶

②育介護法改正
介護支援が加速
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愛知県は性別役割分担意識が強く両立支援が難しい

• 【地域別】意識：愛知県は性別役割分担意識が全国平均よりも強い(強かった)
実状：家事分担は、8分野の内、6分野で50％以上が「妻」

• 【性 別】男性の方が性別役割分担意識が強い

• 【年齢別】年齢が高くなるほど性別役割分担意識が強い(親世代・上司世代)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【愛知】女性

【愛知】男性

【愛知】総数

【全国】総数

R６年(2024年) 賛成 反対 無回答

34.5 63.9

58.839.6

31.4 67.6

64.833.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【愛知】女性

【愛知】男性

【愛知】総数

【全国】H21年総数

H20年(2008年) 賛成 反対 無回答

48.0

55.141.3

40.0

53.3 34.9

43.4 44.3

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」

アプローチ▶

参照：男女共同参画意識に関する調査の結果について - 愛知県 男女共同参画社会に関する世論調査（令和6年9月調査）| 内閣府

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/danjo/0000025983.html
https://survey.gov-online.go.jp/women_empowerment/202502/r06/r06-danjo/#kekkagaiyo


＜育休取得や働き方の傾向＞

• 男性社員：育休取得なし＆長時間労働

• 女性社員：育休長く取得(約1年半)＆短時間勤務(平均6時間3年生まで)

＜復職前時の意識＞

• 家事：家庭内でやるもの(宅配弁当・家事代行利用者ほぼなし)

• 育児：女性が主(病児保育園・ファミリーサポート・ベビーシッター利用なし)

• お金：宅配弁当は高い、手作りは安い、短時間勤務による給与減額はOK
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性別役割分担意識の影響



３．育児の両立支援
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2022年の育介法改正をきっかけに行った取り組み

①制度：産後パパ育休＝就労可
②意識：男性に特化した資料作成

製造現場への情報提供(労働組合HP・LINE・情報誌)
説明会(管理職向け・社員向け)

③環境：情報・申請を自宅・病院からスマホでアクセス可能に
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男性育休取得率

22.6％

81.5％

▶男性育休取得者が急増



男性育休が急増し 直面した課題

男性社員

✓職場の理解が得られるか不安

✓同僚に仕事の負担がかかる罪悪感

✓評価や昇進おくれが不安

→ぎりぎりに申請

→引継者の人財育成が間に合わない

→育休取得後に延長申請

直属上司(GM係長級 30代半ば～40代前半)
✓育休はとってもらいたい
でも部長・課長級上司は性別役割分担意識強

→間にはさまれ仕事や人の調整が進まず負担増
✓育児期社員のキャリア支援法が分からない
→女性の背中が押せない

＜特に困るケース＞
製造現場：班長が育休を取る
事技現場：設計・開発など専門性が高い業務(機密保持が必要 派遣×)

グループ員の半数以上が制約あり(男性育休1＆女性育休1＆傷病休1名＆女性短時間1)

＜上手く対応できたケース＞
①部長が部署間で仕事を調整
②早めに妊娠報告があり、半年かけて引継ぎ者を育てた(その後も属人化しないよう所属で工夫)
③長期育休者には早めに派遣対応、短期育休者は正社員対応

★人と仕事の調整がつかない
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2024年の取組み(道半ば)

＜取り組み＞
①トップからのメッセージ動画配信(管理職向け・社員向け)
②「早期の妊娠報告」のシステム化
③妊娠～復職後までの面談フロー明確化◀両立支援ハンドブック導入
④仕事と育児の両立支援説明会導入

両立支援の対象者拡大・お互い様意識の醸成・チーム育児の紹介

＜必要なこと＞
性別役割分担意識が背景にある「社員の不安・罪悪感の軽減」「部長課長級との意識の差を埋める」

①育休や両立は「チャレンジ精神を育む機会」「成長の機会」 プラスのイメージにする！
②「休むと会社に迷惑をかけてしまうんじゃないか」と心配されることをなくす！
③早い段階で「育休をとりたい」と上司に伝えてもらい、会社が人と仕事の手配をする！

人と仕事の手配は室課長・部長の役割
育児期社員のキャリア支援は直属上司の役割

※製造現場と一緒に検討
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課題をきっかけに行った2024年の取組み

②環境：「早期の妊娠報告」のシステム化
妊娠～復職後までの面談を仕組み◀両立支援ハンドブック導入



①両立キャリアプランシート 子育て期を踏まえたキャリアプランを考える(子が18歳まで) ←今後の課題

面談に含めたキャリア支援

▲両立支援ハンドブック

②育休計画表 休復職のスケジュールをたてる(子が2歳まで)

復職後の働き方を含めて考える

▲両立支援ハンドブック

③育児コミュニケーションシート

休職中に両立体制を整える
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仕事と育児の両立支援説明会 概要

参加時期 妊娠判明～妊娠中期

開催頻度
本社 毎月
音羽豊田工場 ２ヶ月に１回

対象者
妊娠が判明した社員＋室課長＋直属上司(GM係長)
妊娠出産に興味のある社員・支援者

開催方法
基本はリアル
営業所：チームス
夜勤者・出向者：動画
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説明会スライド 両立支援の定義と対象
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説明会スライド 育児・介護・治療期の支援

特に



説明スライド 育休中のチャレンジを成長につなげる

▲両立支援ハンドブック

＜ポイント＞
①育児チームにかかる費用は、女性の生涯賃金と比べて考える
②親しかできない仕事と、育児チームに頼める仕事を分けて考える
③育休中に、会社からの補助費用で育児チームを使ってみる

育児チームをつくる

依頼できる部分がないか考える力

仕事を一人で抱えず、周りの人を巻き込み
ながら進められるようになる

★育児チームづくりをおススメ
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取組みの結果
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2021年度から4倍以上増加

②法改正
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2021年度から 男性14日増加

女性62日減少

①法改正

全国平均
40.5％

＜説明会アンケート＞
上司
「代替要員を入れるだけでなく、組織全体の働き方を見直すことが大事だと気付いた」
「数年後は自分も病気や介護に直面する可能性があると考えるようになり、今の働き方でよいのか自問自答するようになった」
男性育休取得者
「会社が育休取得をマイナスではなくプラスのこととして捉えていると感じた」
「今後管理職になったときに、育休の経験が役立つスキルにつながると思った」



４．介護の両立支援
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2017～2021

施策 カテゴリ
情報提供
★法対応

介護ハンドブック
40歳以上の社員・ライン長に配布

介護

教育

セミナー(労働組合) 介護

セミナー基礎知識編（年１） 仕事と介護の両立

セミナー応用編（年１） 仕事と介護の両立

専門家への
個別相談

電話・メール
フリーダイヤル年中無休24H

介護

費用補助 介護費用補助 介護
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介護取組み一覧（制度除く）

2025

対象者の把握
★法対応

キャリアデザインシートに項目追加
「介護が必要な家族がいるか」要支援含む

仕事と介護の両立

教育
職場の理解促進

仕事と介護の両立支援説明会
対象者・対象者の上司

仕事と介護の両立

2022～2024

専門家への
個別相談

地域包括支援センターが会社に来社
就業時間内に対面面談（人事同席選択可）

公の制度×会社の制度

教育 動画コンテンツ基礎知識編（通年） 仕事と介護の両立

職場の理解促進 動画コンテンツ上司編（通年） 仕事と介護の両立

▶介護休暇利用率
年度 人数

2020 16
2021 21

★課題 情報提供はしているが相談件数や制度の利用率は低い

年度 合計
2018 4

▶人事相談件数



要介護者
ケアマネー
ジャー

社員 人事

上司家族

①公的介護保険制度 ②会社の支援制度

東海理化家庭

制度利用の手前で社員は何に困っているのか

★会社制度を使うためには、①と②の制度を知ったうえで、
①と②を組み合わせて考える必要がある

①②を一緒に相談できる場がない
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取組み 専門家×人事への個別相談の場

▶2022年10月トライアル
▶2023年正式導入 例年満席

＜アンケート＞ 回答40人
■介護離職を考えたことがあるか
ある16人（40％）

■参加したことで意識変化があったか
変化あり20人（50％）
・人の力を借りる手段があると思えた
・制度を利用すれば会社をやめなくて
もいいと認識できた

■参加したことで生活や仕事への活
力・意欲が高まったか
高まった・改善された18名（45％）
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介護カフェの効果と 新たな課題

年度 人数
2021 21
2022 23
2023 45
2024 54

▶介護休暇利用率
21年度比 2.6倍

年度 合計

2018 4

2022 34

2023 54

2024 83

▶人事相談件数(介護カフェ含む)
18年度比 20倍(男女差なし)

＜新たな課題＞
①相談にくる社員は「要支援１」状態で困っており
「介護している」と認識している
②診断書がもらえないケースがある
③「介護は家族がするもの」という意識が壁になっている
④子の障害は「育児制度」だけでは解決できない



例1 要支援状態(介護休暇のみ対象)
料理を片手に持ちテーブルまで運べない

②歩行(立ち止まらず５m程度歩くことがで
きる)

例2 要介護状態
4年生の息子が登校拒否。WISCテストで発達
特性あり
⑩周囲の者が何らかの対応をとらなければな
らないほどの物忘れなど日常生活に支障を来

すほどの認知行動上の課題がある
※注８ 急な予定の変更や環境の変化が極端に苦手な障害
児・者が、周囲のサポートがなければ日常生活に支障を来す状況
（混乱・パニック等や激しいこだわりを持つ場合等）

⑫日常の意思決定

①介護休暇を要支援状態まで拡大証明書不要

②子の発達障害も「介護」として対応

取組み



取組み

①「介護が必要な家族がいる」社員を
キャリアデザインシートで特定(年１)
※要支援・障害・子の発達障害等含む

②説明会を実施
(介護が必要な家族がいる社員・その上司)

・「ご家族で頑張る介護」から「介護サービスを活用する介護」へ
・「会社の制度で支援できること」と「社員にお願いしたいこと」←今後の課題

617名

再雇用者除く社員6301名
（2025年04時点)

不明
再雇用者433名

＋

▶2025年度 617名
社員の1割が「介護が必要な家族がいる」

＜アンケート＞ 回答328人
■大変良かった・良かった298人
＜上司＞
・上司という立場で参加したが、自分の親もいつ介護がはじまるか分からないから参考になった
＜社員＞
・具体的にどう両立していけばよいか分かった
・会社制度を利用する時に罪悪感があったが、今後は活用したい
・昭和の介護価値観を持つ家族にも聞いてもらいたい



家庭▶
介護はプロの力を借りながら
皆さんは介護サービスを
組み立てる

介護が必要な
ご家族

ケアマネ 皆さん 人事

上司家族

公的介護保険制度 会社の支援制度

宅配
弁当

送迎
サービス 施設家事

支援

会社が支援できること▶
会社制度を利用し働き方を見直す

どっちも大事！

＜外部サービス＞
働き続けることで
得られる収入が
活用できる

参考:説明会スライド


